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１ 制度の目的 

 退職手当共済制度の安定的な運営を行うことにより、民間社会福祉施設従事者の処遇向上に

資することを目的としています。 

        

事業開始：平成２５年４月１日   

財団法人高知県民間社会福祉施設職員退職手当共済財団から事業移管 

   

２ 制度の概要 

   （１）事業内容 

高知県内に所在する施設又は高知県内の社会福祉法人が経営する社会福祉施設に勤務する

職員の退職手当共済制度に関する事業 

      事業主と被共済職員からお預かりした退職共済掛金を運用管理し、被共済職員が退職され 

る際に退職給付金として給付します。 

 

（２）加入対象 

施設：社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和 36 年法律第 155 号）第２条に規定す

る施設のうち国及び地方公共団体以外のものが経営する高知県内に所在する施設又

は高知県内の社会福祉法人が経営する施設で、県社協会員規則による会員である施

設。 

職員：上記施設で、経営者が共済契約を結んだ社会福祉施設に勤務する職員が加入対象と

なります。 

ただし、６５歳以上の職員、１年未満の期間を定めて雇用された職員は対象外です。 

（契約更新により１年を経過した場合は加入対象となります。） 

 

（３）-1しくみの概要（一時金の場合） 
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（３）-2しくみの概要（年金の場合） 

⑤～⑦は年4回、10年（年金支給終了まで） 

⑧～⑩は年1回、10年（年金支給終了の年分まで） 
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（４）掛金 

被共済職員となった日の属する月から被共済職員でなくなった日の属する月まで毎月、事業

主と被共済職員から次のとおり掛金をいただきます。 

①退職共済掛金  

事 業 主・・・掛金基準給与額の１０００分の１６ 

          被共済職員・・・掛金基準給与額の１０００分の１６ 

 

②事務費掛金 

     事 業 主・・・掛金基準給与額の１０００分の２ 

 

 

掛金基準給与額 

 

＊掛金基準給与額は、被共済職員の毎年４月１日現在の本俸月額です。ただし、４月１日現

在において休職中の場合は、復職月の本俸月額とします。 

 

＊新たに被共済職員となった者の掛金基準給与額は、被共済職員となった日の属する月の本

俸月額とします。 

 

＊上記の掛金基準給与額は、被共済職員となった日の属する月から当該年度末までの各月の

掛金基準給与額とします。 

 

＊掛金基準給与額の上限額は４８５，０００円です。 

 

本俸月額 

 

＊俸給表の額と特殊業務手当又はこれに類する手当の合算額です。 

 

＊月給制を採用していない場合の本俸月額の算定は、次のとおりです。 

①年俸制の場合は、賞与及び諸手当に該当する部分を除いた年俸額を１２で除した額。 

②日給月給制の場合は、交通費等の諸手当を除いた日給の額に２１を乗じた額。 

③時給の場合は、一日の契約時間に時給を乗じた額を②の日給として本俸月額を算定。 

   

    

  例   本俸 １４５，６００円   特殊業務手当 １０，０００円 

       

退職共済掛金（月額）  

 （１４５，６００円＋１０，０００円）×１６／１０００＝２，４８９円（円未満切り捨て） 

 事 業 主  ２，４８９円 

         被共済職員  ２，４８９円 

 

 事務費掛金（月額） 

       （１４５，６００円＋１０，０００円）× ２／１０００＝  ３１１円（円未満切り捨て）

           事 業 主    ３１１円 
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    ③掛金の請求 

     ＊当該月分掛金の請求書は、毎月20日（休日の場合は翌営業日）午前中に本会到着の各

種届出書類をもとに作成します。 

 

     ＊各種届出書類の提出が間に合わない場合は、翌月の掛金で調整します。 

 

④掛金の納付方法及び納付期限 

＊当該月分掛金を翌月の１５日（金融機関が休日の場合は、翌営業日）に、口座振替によ

り県社協の指定する金融機関に納付していただきます。 

 

＊口座振替ができない場合は、県社協が別に定める納付書により、翌月の１５日（金融機

関が休日の場合は、翌営業日）までに本会口座に入金されるよう振込んでください。 

 

・掛金納付書による振込の場合、本会口座（四国銀行県庁支店／普通預金＃００４６

４５２）へ入金されるまでに日数がかかりますのでご注意ください。 

四国銀行本支店で振込手続きをしていただくと振込手数料は免除されます。 

       

・掛金納付書に印字されている振込額の訂正は絶対にしないでください。 

金額が相違している場合は、本会に連絡してください。原因を確認のうえ、翌月の掛

金で調整します。 

 

4



 

（５）退職給付金（一時金） 

計算方法 

加入期間 １年以上 １年未満 

支 給 額 

 

（Ａ）「退職手当算定基準給与額」×

「加入期間に応じた支給率(別表 退

職給付金支給率表)」（退職給付金支給

率表Ｐ９０） 

加入期間中に納付した拠出金の元利

合計相当額 

＊計算して得た額に１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てます。 

 

＊平成１５年１０月３１日に被共済職員であった者に対する給付は、上記（Ａ）の他に下記

（Ｂ）が加算されます。加入期間は（Ａ）・（Ｂ）ともに新制度に移行した平成１５年１１

月１日から算定します。 

 

 支 給 額 

 

（Ｂ）「変更時持分」× 「加入期間に応じた乗率(附則別表（附則第 2 項

関係）変更時持分に対する乗率表)」（Ｐ８６） 

＊計算して得た額に１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てます。 

 

  退職手当算定基準給与額 

＊退職した日の属する月から起算して、その前１２カ月間の本俸月額を平均した額です。 

 計算して得た額に１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てます。 

 「退職手当算定基準給与額」の上限額は４８５，０００円です。 

  

＊月の途中で退職する場合の退職月の本俸月額 

退職日が掛金支払い最終月となる場合は、実支払額ではなく、格付けされた本俸月額で

計算してください。 

 

変更時持分 

＊「変更時持分」は、平成１５年１０月３１日現在で退職した場合において支給される改正

前の制度での退職給付金のうち、退職手当金（福祉医療機構との差額支給）と被共済職員

拠出金元利合計額相当の合計額です。改正前制度での加入期間・本俸月額等により「変更

時持分」の額は各自違っています。 

 

      

加入期間 

＊退職給付金算定の基礎となる加入期間を計算する場合は、月によるものとし、被共済職員

となった日の属する月から被共済職員でなくなった日の属する月までを算入します。ただ

し、掛金を納付しなかった月がある場合は、その月は被共済職員期間に算入しません。 

 

＊月の途中で退職する場合、原則として退職月の掛金額で納付してください。ただし、給与

の支払額が少額で、掛金の納付が難しい場合は、欄外にその旨を記載して、掛金支払最終

月欄に退職日の属する月の前月を記載してください。 

 

＊被共済職員であった者が退職した場合に、退職給付金の支給を受けずに退職の日の前日か

ら起算して１月以内に再び被共済職員となったときは、引き続き被共済職員であったもの

とみなして期間を通算します。(異動前後の共済契約者（施設）間で合意し、退職月・採用

月の掛金が連続して納付されることが必要。) 
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①平成１５年１１月１日以降に加入の場合 

 

例  退職手当算定基準給与額 １７５，６７０円  加入期間 ７年 

 

（Ａ）１７５，６７０円×２．１７０（退職給付金支給率表より）＝３８１，２０３円  

（円未満切り捨て） 

      給付額  ３８１，２０３円 

②平成１５年１０月３１日に被共済職員であった者に対する給付 

加入期間は（Ａ）・（Ｂ）ともに平成１５年１１月１日から算定します。 

 

例  退職手当算定基準給与額  ２１０，５６０円  加入期間１３年4ヶ月 

変更時持分        ９８７，６５４円 

 

（Ａ）２１０，５６０円×４．８０３＝１，０１１，３１９円（円未満切り捨て） 

（Ｂ）９８７，６５４円×１．２２０＝１，２０４，９３７円（円未満切り捨て） 

      （Ａ）＋（Ｂ）   

１，０１１，３１９円＋１，２０４，９３７円＝２，２１６，２５６円 

 

給付額  ２，２１６，２５６円 
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（６）退職給付金（年金） 

計算方法 

 一時金の計算結果を111.287で除して得た額が支給月額となります。 

要件 
○令和 5 年 3 月末以前加入であることかつ平成 15 年 11 月以降の加入

期間20年以上 

支給月額 

（C） 

（（A）+（B））÷111.287 

＊計算して得た額に１円未満の端数が生じたときは、その端数を切

り捨てます。 

*支給月額ごとに所得税を徴収します。 

総額 
（D） 

 （C）×12か月×10年 

 

＊平成１５年１０月３１日に被共済職員であった者は、（Ａ）「退職手当算定基準給与額」×

「加入期間に応じた支給率(別表 退職給付金支給率表)」と（Ｂ）「変更時持分」× 「加

入期間に応じた乗率(附則別表（附則第 2 項関係）変更時持分に対する乗率表)」の合算額

を111.287で除して得た額が年金月額（Ｃ）となります。 

加入期間は（Ａ）・（Ｂ）ともに新制度に移行した平成１５年１１月１日から算定します。 

 

①平成１５年１１月１日以降に加入の場合 

 

例  退職手当算定基準給与額 １７５，６７０円  加入期間20年 

 

（Ａ）１７５，６７０円×７.２５０（退職給付金支給率表より）＝１，２７３，６０７円  

（円未満切り捨て） 

（Ｃ）１，２７３，６０７円÷１１１.２８７＝１１，４４４円（円未満切り捨て） 

 

（Ｄ）１１，４４４円×１２か月×１０年＝１，３７３，２８０円 

 

      給付総額  １，３７３，２８０円 

 

源泉徴収税額 

 年金の場合は、退職所得ではなく、公的年金等の雑所得となります。 

 そのため、源泉徴収税が発生します。 

 

 源泉徴収税額の計算方法 

  源泉徴収税額は、支給月額から本人拠出相当分を除いた金額（①）から控除額（②）を

除いた金額の10.21％（③）です。 

①支給月額-本人拠出分 

  ②①で算出した金額×25/100 

  ③（①で算出した金額-②で算出した金額）×10.21/100…源泉徴収税額 

 

  例 支給月額 11,444円 本人拠出分（月額相当分） 5,620円 

   ①11,444円-5,620円＝5,824円 

   ②5,824円×25/100＝1,456円 

   ③（5,824円-1,456円）×10.21/100＝445円 
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参考 所得税法 

（雑所得） 

第三十五条 雑所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所

得、山林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得をいう。 

２ 雑所得の金額は、次の各号に掲げる金額の合計額とする。 

一 その年中の公的年金等の収入金額から公的年金等控除額を控除した残額 

二 その年中の雑所得（公的年金等に係るものを除く。）に係る総収入金額から必要経費を控

除した金額 

３ 前項に規定する公的年金等とは、次に掲げる年金をいう。 

一 第三十一条第一号及び第二号（退職手当等とみなす一時金）に規定する法律の規定に基

づく年金その他同条第一号及び第二号に規定する制度に基づく年金（これに類する給付を含

む。第三号において同じ。）で政令で定めるもの 

二 恩給（一時恩給を除く。）及び過去の勤務に基づき使用者であつた者から支給される年金 

三 確定給付企業年金法の規定に基づいて支給を受ける年金（第三十一条第三号に規定する

規約に基づいて拠出された掛金のうちにその年金が支給される同法第二十五条第一項（加入

者）に規定する加入者（同項に規定する加入者であつた者を含む。）の負担した金額がある場

合には、その年金の額からその負担した金額のうちその年金の額に対応するものとして政令

で定めるところにより計算した金額を控除した金額に相当する部分に限る。）その他これに類

する年金として政令で定めるもの（源泉徴収義務） 

 

第二百三条の二 居住者に対し国内において第三十五条第三項（公的年金等の定義）に規定

する公的年金等（以下この章において「公的年金等」という。）の支払をする者は、その支払

の際、その公的年金等について所得税を徴収し、その徴収の日の属する月の翌月十日までに、

これを国に納付しなければならない。 

（徴収税額） 

 

第二百三条の三 前条の規定により徴収すべき所得税の額は、公的年金等の金額から、次の

各号に掲げる公的年金等の区分に応じ当該各号に定める金額を控除した残額に百分の五（第

三号又は第六号に掲げる公的年金等の当該残額が十六万二千五百円に当該公的年金等の金額

に係る月数を乗じて計算した金額を超える場合におけるその超える部分の金額及び第七号に

掲げる公的年金等の当該残額については、百分の十）の税率を乗じて計算した金額とする。 

中略 

七 第三十五条第三項第三号（雑所得）に掲げる年金その他政令で定めるもの（第二百三条

の六第一項において「確定給付企業年金等」という。） その公的年金等の金額の百分の二十

五に相当する金額 
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②平成１５年１０月３１日に被共済職員であった者に対する給付 

加入期間は（Ａ）・（Ｂ）ともに平成１５年１１月１日から算定します。 

 

例  退職手当算定基準給与額  ２１０，５６０円  加入期間23年4ヶ月 

変更時持分        ９８７，６５４円 

 

（Ａ）２１０，５６０円×８．４８０＝１，７８５，５４８円（円未満切り捨て） 

（Ｂ）９８７，６５４円×１．４１５＝１，３９７，５３０円（円未満切り捨て） 

      （Ａ）＋（Ｂ）   

１，７８５，５４８円＋１，３９７，５３０円＝３，１８３，０７８円 

      （Ｃ）＝（（Ａ）+（Ｂ））÷111.287 

         ３，１８３，０７８÷111.287＝２８，６０２円 

 

      （Ｄ）＝（Ｃ）×１２か月×10年 

         ２８，６０２円×12か月×10年＝３，４３２，２４０円 

給付総額 ３，４３２，２４０円 

      *②の場合も源泉徴収税額が①と同様に発生します。 

 

 

 

（７）６５歳に達した被共済職員の取扱い 

      ①被共済職員が、６５歳に達した月（「誕生日の属する月」以下同じ）以降も引き続き勤

務する場合は、６５歳に達した月の末日で退職したとみなし、退職給付金相当額を算出

します。 

 

②退職給付金相当額を退職時まで本会で預かり、退職時に「退職届及び退職給付金請求

書」または、「退職届及び退職給付金請求書（年金）」により退職給付金として支払いま

す。（請求もれのないようご注意ください。） 

 

③６５歳に達した月の翌月分から掛金（事業主、被共済職員両方）の納付は不要です。 
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３ 事務処理について 

（１）毎月の事務の流れ 

毎月 共済契約者 県社協 

15日＊ ・掛金口座引落 

・納付書での振込による掛金入金

期限 

＊いずれも、金融機関が休日の場

合は翌営業日） 

 

 

 

 

16日  ・当月 20 日支払いの退職給付金に係る

「退職給付金決定通知書」・「退職所得

の源泉徴収票・特別徴収票」を共済契

約者及び退職者あてに送付 

20日 ・当月掛金に影響する各種届出書

類の提出期限（午前必着） 

・掛金の請求処理 

「領収書・請求明細書」等を発送 

提出期限後の当月掛金に影響する届出

は翌月分で掛金を調整 

・退職給付金支払い（15営業日前締切分） 

月末頃 

支払日（翌月20

日）の15営業

日前 

・翌月 20 日（休日の場合は翌営

業日）支払の「退職届及び退職

給付金請求書」提出期限（午前

必着） 

・「退職届及び退職給付金請求書」の不備

がない案件を支払準備 

（支払日の１０営業日前までに、三菱Ｕ

ＦＪ信託銀行へ送金指図書を送付） 

  

（２）年度末・年度当初の事務の流れ 

 共済契約者 県社協 

2月末頃 

3月20日の15

営業日前 

・3月第1回支払い（3月20日）

に係る2月末まで退職者の「退

職届及び退職給付金請求書」提

出期限（午前必着） 

 

3月初頃 

3月25日の15

営業日前 

・3月第２回支払い（3月2５日）

に係る2月末まで退職者の「退

職届及び退職給付金請求書」提

出期限（午前必着） 

 

3月中旬頃  ・「本俸月額変更届」の提出依頼 

氏名等のデータを出力した届出用紙を

送付 

３月20日 ・３月掛金に影響する各種届出書

類の提出期限（午前必着） 

・３月分掛金を確定し、請求書を送付 

 

3月末頃 

4月20日の15

営業日前 

・４月 20 日支払いの「退職届及

び退職給付金請求書」受付締め

日 

 

4月上旬  ・3月分掛金を確定後、「共済契約者掛金

残高調」、「共済契約者掛金（経営者負

担分）残高明細書」を送付 
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 共済契約者 県社協 

4月15日 各種手続き書類の提出期限 

・本俸月額変更届 

・加入届／被共済職員氏名等変更

届／被共済職員同一法人内配置

換・共済契約者間継続異動届等 

・3 月末退職者の「退職届及び退

職給付金請求書」 

（書類の送付が間に合わない場合

は、連絡をお願いします。） 

・「本俸月額変更承認書」を送付 

 

4月20日  ・4月分掛金を確定し、請求書を送付 

・退職給付金の送金（金融機関が休日の

場合は、翌営業日に支払い） 

４月末頃 

5月20日の15

営業日前 

・５月 20 日支払いの「退職届及

び退職給付金請求書」提出期限 
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４ 共済契約者が行う手続き 

 （１）諸届の一覧表 

様式名に○印が付いているものは、本会ホームページからダウンロードが可能です。ダウン 

ロードの方法は「高知県社会福祉協議会ホームページのご案内」（P105）を参照してくださ

い。 

   ①共済契約者に関する届出     

届出内容 届出様式 記入方法 

施設の新設等による追加加入 ○退職給付金共済契約申込書 

第１号－（１） 

Ｐ５０ 

 新規契約申込み 

法人名・施設名・所在地・代表者等の変更 ○共済契約者変更届 

 第２号－（１） 

Ｐ５１ 

 施設の休止・廃止等 

共済契約約款第 12 条による共済契約の解

除届 

＊解除をご検討の際は、事務局までご連絡ください。 

退職給付金共済契約解除届 

 第10号－（１） 

 

－ 

 

新規契約・施設新設時の掛金口座振替にか

かる依頼書 

掛金預金口座振替依頼書 

（3枚複写） 

Ｐ５２ 

掛金口座振替を行う預金口座の変更 

代表者変更等による掛金口座振替の預金口

座名義の変更 

○掛金引落口座名義変更届 Ｐ５３ 

   

 

②被共済職員に関する届出 

届出内容 届出様式 記入方法 

被共済職員が退職するとき ○退職届及び退職給付金請求書 

第３号－（１） 

○退職届及び退職給付金請求書（年

金） 

 第３号－（３） 

Ｐ５４ 

 

P５６ 

被共済職員が死亡により退職するとき ○退職届及び退職（遺族）給付金請求

書 

第３号－（２） 

○退職届及び退職（遺族）給付金請求

書（年金） 

第３号—（４） 

－ 

 

 

－ 

職員が加入するとき ○被共済職員加入届 

第５号－（１） 

Ｐ５７ 

氏名変更をするとき ○被共済職員氏名等変更届 

第６号－（１） 

Ｐ５８ 

掛金を中断・復活するとき Ｐ５９ 

毎年４月１日現在の被共済職員の状況及び

本俸月額を報告 

○本俸月額変更届 

第８号－（１） 

Ｐ６０ 

被共済職員が同一法人内の共済契約対象施

設へ異動したとき 

○被共済職員 同一法人内配置換・共

済契約者間継続異動届 

第９号－（１） 

Ｐ６１ 

被共済職員が退職手当金を請求しないで、

引き続いて他の共済契約者の共済契約対象

施設等へ異動したとき 

Ｐ６２ 
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被共済職員が、６５歳に達した月以降も引

き続き勤務する場合 

65歳到達職員の平均本俸月額届 

＊65歳到達月に本会から送付します。 

－ 

 

 

  ③年金受給者に関する届出 

  届出内容 届出様式 記入方法 

年金受給者が年金受給中に年金受給から一

時金受給に変更するとき 

○退職年金受給方法変更届 

 

－ 

年金受給者が年金受給中に死亡したとき ○退職年金受給者死亡届及び受給方

法変更届 

— 

年金受給者の住所、氏名、年金受け取り口座

等に変更があったとき 

○年金受給者変更届 — 

 

 

（２）共済契約者に関する届出 

     ①加入施設を追加する場合の届出 

すでに共済契約を締結している法人が、施設の新設等により、本共済制度に施設を追加

加入する場合の提出書類です。 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ＊共済契約約款（第 2 条）において、県社協会員規則による会員である施設が加入対象

となっています。追加加入承認後、会費の請求をさせていただきます。 

      会費の額は、「社会福祉法人高知県社会福祉協議会会員規則」によります。（P100 参

照） 

 

     

◉退職給付金共済契約申込書 第１号－（１） 

 ◉被共済職員加入届（施設番号の記入は不要です。） 

   加入職員の承諾印が必要です。 

・配置換・異動がある場合は被共済職員同一法人内配置換・共済契約者間継続異動

届（異動後の施設番号の記入は不要です。） 

◉施設の「許認可書」等の写し 

◉就業規則、給与規定等（届出の本俸月額が確認できる書類）                       

◉掛金預金口座振替依頼書（3枚複写） 

    四国銀行で「口座番号確認印」の押印を受けてから提出してください 

 

  1枚目・・・銀行保管分 

  ２枚目・・・県社協保管分 

                               3枚目・・・共済契約者保管分 

 

 

  ・２枚目・3枚目を提出してください。 

・口座振替は、四国銀行からのみとなっています。口座振替が難しい場合は、ご

連絡ください。 
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②経営者でなくなった場合の届出 

      経営者でなくなった年月日等を記載した「共済契約者変更届」に契約書を添えて提出し

てください。 

 

     

                     

◉加入職員がいる場合は、「退職届及び退職給付金請求書」又は「被共済職員同 

 一法人内配置換・共済契約者間継続異動届」 

 

 ③施設を休止した場合の届出 

               

       ◉共済契約者変更届 第２号－（１） 

       ◉「休止受理通知書」等の写し 

◉加入職員がいる場合は、「退職届及び退職給付金請求書」又は「被共済職員 

  同一法人内配置換・共済契約者間継続異動届」 

 

 

 ④法人名の変更 

 

 ◉共済契約者変更届 第２号－（１） 

              ◉履歴事項全部証明書（写） 

   

 

⑤代表者等の変更 

 

 ◉共済契約者変更届 第２号－（１） 

       ◉掛金引落口座名義変更届 

＊掛金引落口座の預金名義に代表者名が入っている場合のみ必要です。 

 

 

 ⑥施設名・住所の変更 

 

 ◉共済契約者変更届 第２号－（１） 

 

◉共済契約者変更届 第２号－（１） 

◉「廃止受理通知書」等の写し 

◉退職給付金共済契約書 
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（３）被共済職員に関する届出 

    ①職員が新規に共済制度に加入するとき 

 

◉被共済職員加入届 第５号－（１） 

  ・加入者の承諾印が必要です。 

    就職日は、退職時に提出する「退職所得の受給に関する申告書 退職所得申告 

書」(以下「申告書」という。)の A 欄③「この申告書の提出先から受ける退職

手当金等についての勤続期間」の自の期日となります。 

 

 

    ②被共済職員の氏名が変更になったとき 

 

       ◉被共済職員氏名等変更届 第６号－（１） 

 ・変更年月日を記入してください。 

 

 

    ③掛金を中断・復活するとき 

       

 ◉被共済職員氏名等変更届 第６号－（１） 

  ・中断のとき・・・開始年月及び事由を記入してください。 

         ・復活のとき・・・復活年月・復活年度４月１日の本俸月額（４月１日が中断中

の場合は、復活時の本俸月額）及び事由を記入してください。 

 

 

    ④被共済職員が同一法人内の共済契約対象施設へ異動したとき 

      ・月の途中での異動の場合は、1日に在籍している施設が掛金を負担します。そのため

配置換年月は、配置換月の翌月としてください。 

       

◉被共済職員 同一法人内配置換・共済契約者間継続異動届 第９号－（１） 

・本俸月額は、配置換え年度の４月１日の本俸月額（４月 2 日以降に被共済職

員になった場合は加入時の本俸月額）を記入してください。 
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⑤被共済職員が他の共済契約者が経営する共済契約対象施設へ異動したとき 

被共済職員が退職し、退職給付金の支給を受けずに他の共済契約者が経営する共済契約

対象施設に雇用され、再び被共済職員となる場合には、被共済職員期間を引き継ぐこと

ができます。 

・異動前・異動後の共済契約者間の合意が必要です。 

・退職日の前日から1カ月以内であること。（掛金が連続して納付されること。） 

  月の途中で異動する場合は、1日に在籍している法人が掛金を負担します。 

      ・異動後の本俸月額が異動前より低くなる場合には、継続異動をするよりも退職給付金

請求の手続きをしたほうが、退職給付金が多くなることがあります。異動前の共済契

約者は、当該被共済職員と相談したうえで手続きをとってください。 

 

◉被共済職員 同一法人内配置換・共済契約者間継続異動届 第９号－（１） 

・異動前の共済契約者は、必要事項を記入し、異動後の共済契約者に送付します。           

・異動後の共済契約者は、必要事項を記入し、確認印を押印後、本会あてに提 

出してください。 

・月の途中で採用し、加入する場合の「異動年月欄」は、採用月の翌月としてく

ださい。 

 なお、採用月の掛金は、異動前の共済契約者が負担します。 

  

 

 

⑥毎年４月１日現在の職員の状況及び本俸月額の報告 

      ・４月分からの退職共済掛金及び事務費掛金算出の基礎（掛金基準給与額）となります。 

       この額は、当該年度末までの各月の掛金基準給与額になります。 

         

◉本俸月額変更届 第８号－（１） 

      ＊本会から、被共済職員の番号・氏名・職種名を記入した本俸月額変更届を送付 

します。記入された被共済職員について、必要事項を記入し、返送してください。 

    ・本俸月額 

俸給表の額と特殊業務手当又はこれに類する手当の合算額です。 

  ・職種コード 

前回届出の職種（職種名欄参照）から変更がある場合のみ記入してください。 

・対象外コード 

退職・中断中（休職中）・継続異動・施設配置換の場合に記入してください。 

           対象外コードを記入する場合は、「変更後本俸月額欄」は記入しないでくだ

さい。 

・本俸月額合計 

 用紙ごとに「本俸月額合計欄」に記入してください。 
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⑦被共済職員が退職するとき 

        ア．一時金の場合 

 ・退職者(１年未満での退職者を含む)から「退職所得の受給に関する申告書」の提出を

受けてください。 

本会への提出は不要です。 

税務署への提出については、特に提出を求められた場合以外は必要ありません。

退職手当等の支払者が保管することになっています。 

      

◉退職届及び退職給付金請求書 第３号－（１） 

・「退職届及び退職給付金請求書」の右上部にある「申告書 提出確認」・「源

泉徴収票貼付希望」の枠内へのチェックについて 

 

         

    

   

         

「申告書 提出確認」欄 

・「退職所得の受給に関する申告書」の提出を受けた場合にチェックをする。

「退職所得の受給に関する申告書」は、退職者全員から提出を受ける。（1

年未満での退職者も含む） 

「源泉徴収票貼付希望」欄 

  ・福祉医療機構(以下「機構」という)の「退職手当金請求書」に県共済の「源 

泉徴収票・特別徴収票」を本会が貼付することを希望する場合にチェック

をする。 

 

＊同じ年に2か所以上から退職手当等が支払われる場合、最終の支払者は、

他の支払者が支払った退職手当等も含めて、源泉徴収税額を計算しなけれ

ばなりません。 

機構が実施する退職共済制度に加入する職員が退職する場合は、「同じ 

年に2か所以上から退職手当等が支払われる場合」に該当します。本会

では、機構を最終支払者とする方式をとっていることから、機構の退職手

当金請求書に県共済から支給される退職給付金の源泉徴収票（受給者用）

の貼付が必要となります。 

本来、源泉徴収票の貼付は、機構用申告書の作成者である退職者が行いま

すが、機構が実施する退職共済制度の業務受託団体である本会が貼付して

請求することを希望する場合は、退職者の同意を得たうえで共済契約者か

ら申し出ていただくことが必要です。 

申告書  

提出確認 

源泉徴収票

貼付希望 

✔ ✔ 
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イ．年金の場合 

  ・年金は退職所得ではないため、「退職所得の受給に関する申告書」の提出は不要です。

ただし、毎年、受給者が確定申告をする必要があります。 

 

 

⑧被共済職員の死亡による退職 

遺族による請求 

退職給付金の支給を受けるべき遺族は、次のとおりです。 

（ア）配偶者（届出をしていないが、被共済職員の死亡の当時事実上婚姻関係と同様

の事情にあった者を含む。） 

（イ）子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹で被共済職員の死亡当時、主としてその収

入によって生計を維持していた者 

（ウ）（ア）、（イ）に掲げる者のほか、被共済職員の死亡の当時、主としてその収入

によって生計を維持していた者 

（エ）子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹で（イ）に該当しない者 

 

（イ）、（エ）の場合、父母については養父母、実父母の順により、祖父母については養

父母の養父母、養父母の実父母、実父母の養父母、実父母の実父母の順によります。 

 

◉退職届及び退職（遺族）給付金請求書 第３号－（２）または、退職届及び退職（遺

族）給付金請求書（年金）第３号—（４） 

       ◉添付書類 

 戸籍上の配偶者が請求の場合 

・死亡診断書（写）  

・配偶者の戸籍謄本  

 請求者が配偶者以外（請求者によって必要書類が違ってきます。） 

・死亡診断書（写） 

・被共済職員の死亡を証する戸籍謄本又は除籍謄本 

・生計維持に関する調査書 

・被共済職員と請求者の身分関係及び先順位の遺族がいないことを証する戸籍

謄本（除籍謄本、改製原戸籍謄本を含む） 

          ・委任状（同順位の遺族が２人以上いる場合） 

委任者の印鑑証明書を添付してください。 
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 ⑨被共済職員が自己の犯罪行為その他これに準ずべき重大な非行により退職したとき 

      退職共済掛金・事務費掛金の請求を止める必要がありますので、手続き書類が整わなく

ても「退職届及び退職給付金請求書」の提出は、早めにお願いします。 

      「申告書」は、必要に応じて提出を受けてください。 

        

◉退職届及び退職給付金請求書 第３号－（１） 

・退職事由は、「０８」犯罪又は非行 

       ◉添付書類 

        ・犯罪等の概要（発覚した時期、犯罪等を犯した期間・回数・被害の程度） 

        ・共済契約者の処分の状況（辞令の写） 

        ・理事会議事録(写) 

        ・就業規則（写） 

        ・退職給付金支払いにかかる法人の見解についての文書  

        ・その他関係書類 

         

＊不支給決定となった場合は、被共済職員として加入期間中に納付した拠出金の元金 

合計相当額が返還されます。 

 

 

＜共済契約約款から抜粋＞ 

（支給の制限） 

第２９条 共済契約者は、被共済職員が自己の犯罪行為その他これに準ずべき重大

な非行により退職したときは、退職給付金を支給しない。 

ただし、その者の被共済職員として加入期間中に県社協に納付した拠出金の元

金合計相当額は返還する。 

 

  

 

    ⑩被共済職員が、６５歳に達した月以降も引き続き勤務する場合 

      ・被共済職員が65歳に到達した月に、本会から65歳到達の確認連絡を行うとともに、

「65歳到達職員の平均本俸月額届」の用紙を送付しますので、必要事項を記入し返

送してください。なお、65歳に達した月に退職される場合には、早めの手続きをお

願いします。 

      ・65歳に達した月の翌月分から掛金納付は不要です。 

 

       ◉65歳到達職員の平均本俸月額届 
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５ 一時金に関する手続き 

（１）一時金請求と送金にかかる手続き 

①退職給付金送金までの流れ 

・支払日の１５営業日前までに受理した案件(手続き書類「退職届及び退職給付金請求書」

に不備がない案件)を翌月20日（休日の場合は翌営業日）に支払います。ただし、3

月末退職者については、請求が多い場合は支給が翌々月になることがあります。 

・書類の届出日付は、退職日の翌日以降としてください。 

 

「退職届及び退職給付金請求書」の受理   

                      

 

 

信託銀行に「送金指図書」を送付   ・支払日の 10 営業日前までに信託銀行に

必着 

 

 

  

     退職給付金決定通知書・源泉徴収票を送付  

 

 

 

支払指定日に退職者の口座に振込   ・信託銀行から退職者の口座に直接振込。 

 

②退職給付金支払いにかかる書類の流れ 

 県社協から共済契約者および退職者へそれぞれ送付します。 

詳細は「マイナンバー制度施行後の退職給付金請求手続き」（Ｐ102）を参照してください。 

 

 

 

 

 

・受給者あて    通知書（受給者用） 、源泉徴収票（受給者交付用）  

・共済契約者あて  通知書（共済契約者用）、源泉徴収票（税務署提出用） 

＊通知金額により「退職給付引当資産・退職給付引当金」の取崩を 

行ってください。 

                   ＊源泉徴収票は、税務署に提出不要の場合は「申告書」とセットして 

保管してください。 

 

※福祉医療機構が実施する退職共済制度の退職手当金請求も行っている場合は、上記送付分

とは別に、本会から機構へ源泉徴収票を送付します。（ただし、機構の退職手当金請求書

に本会が源泉徴収票を貼付することを希望する場合） 

     しかし、施設が県外に所在する場合は、県社協から機構へは送付せず、共済契約者へ送付

します。そのため、共済契約者が機構の退職手当金請求書に貼付し、施設所在地にある機

構の業務委託先へ提出してください。 

 

 

 

源泉徴収票 
 

退職給付金決定通知書 
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（２） 税務にかかる手続き 

    高知県民間社会福祉施設職員退職給付金共済契約約款の用語の定義 第２条第1項第６号「共済

契約」にあるように、本会の共済制度は、共済契約者から資産の預託を受け、その資産の運用管

理をすると共に共済契約者から委任されて、退職給付金を退職者の口座に直接振込みをしていま

す。このように退職給付金支払の主体は共済契約者となります。そのため、退職給付金支払いに

伴う税務上の手続きや会計処理は、共済契約者が実施しなくてはなりません。 

 

＜共済契約約款から抜粋＞ 

(用語の定義) 

    第2条 

（６）共済契約 

経営者が、定款及びこの共済約款の定めるところにより、県社協に掛金を納付して預託 

することを約し、県社協が経営者から権限の委任を受け、その経営者に使用されかつ県社

協に登録されているものについて定款及びこの共済約款の定めるところにより、すべての

経営者から預託された退職積立金を運用管理すると共に退職給付金の支給に関する諸条

件等を約する契約をいう。 

 

 

  ①「退職所得の受給に関する申告書／退職所得申告書」の受理 

・退職される被共済職員から「退職所得の受給に関する申告書」の提出を受けてくださ

い。 

退職手当等の支払を受ける人は、その支払を受ける時までに、所得税法 203 条第１

項各号に掲げる事項を記載した「退職所得の受給に関する申告書」をその支払者を経

由して税務署に提出しなくてはならないとされています。（支払者（共済契約者）に提

出した時点で税務署長に提出したものとみなされます。） 

退職給付金を支払う場合、この「退職所得の受給に関する申告書」の提出があれば、

勤続期間に応じた退職所得控除額を控除して税額の計算を行いますが、提出がないと

退職給付金に対して 

２０．４２％の税率による源泉徴収されることになります。 

   ・「退職所得の受給に関する申告書」は、提出期限の属する年の翌年１月１０日の翌日か

ら７年間保存です。 

（注）税務署長から提出を求められた場合には、提出する必要があります。 

・「退職所得の受給に関する申告書」は本会へは提出不要です。 

退職者から「退職所得の受給に関する申告書」の提出を受けていることの確認は、「退

職届及び退職給付金請求書」の「申告書提出確認欄」にチェックを入れていただくこ

とで対応します。 
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  ②「退職所得の源泉徴収票・特別徴収票」について 

・本会が、共済契約者に代わり「退職所得の源泉徴収票・特別徴収票」を作成し、共済契約者

及び退職者あてに送付します。 

 

・機構が実施する退職共済制度に加入する職員が退職する場合は、機構を最終支払者とする方

式をとっていることから、機構の退職手当金請求書に県共済から支給される退職給付金の源

泉徴収票（受給者用）を貼付することが必要となります。 

「４（３）⑦被共済職員が退職するとき」（Ｐ１７）を参照してください。 

 

 

本会が源泉徴収票を貼付することを希望する場合は、「退職届及び退職給付金請求書」の「源

泉徴収票貼付希望欄」にチェックを入れてください。本会が機構の退職手当金請求書に貼 

付して福祉医療機構に送付します。 

施設が県外に所在する場合は、共済契約者あてに共済契約者分（税務署提出用）と（受給 

者交付用）を送付します。共済契約者で機構の退職手当金請求書に貼付して、施設所在地 

にある機構の業務委託先に提出してください。 

 

・「退職所得の源泉徴収票・特別徴収票」は、税務署への提出が不要の場合は「退職所得の受

給に関する申告書」とともに共済契約者で保管してください。 

 

 

③「給与所得、退職所得の所得税徴収高計算書」の作成 

   役員又は使用人に対して退職手当等を支払うときには、所得税及び復興特別所得税を源泉徴

収し、原則として翌月の10日までに納めなければなりません。 

この納付手続きは、「給与所得、退職所得の所得税徴収高計算書」によって行います。 納付

税額が0円であっても、退職手当等欄に支払年月日、人員、支給額を記載してください。 

・毎月の給与にかかる源泉徴収税額と同時に報告してください。 

   ・支給額の欄は、退職給付金決定通知書の「①退職金額（Ａ＋Ｂ）」の額を記入します。 

（1年未満の退職者も同様です。） 
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 ④「被共済職員の死亡による退職／遺族による請求」にかかる税金の手続き 

   死亡退職金は、相続税の課税対象となりますので、前記の税務手続きは不要です。ただし、

相続税法上定められている書類を税務署へ提出してください。 

 

  ・相続税法上、定められている法定書類は、次のとおりです。 

退職手当金等受給者別支払調書（以下「支

払調書」という。） 

共済契約者に代わり本会が作成し、共済契約者へ

送付します。 

支給日の翌月１５日までに税務署への提出が必

要です。法人印を押印して提出してください。 

ただし、退職給付金の支払総額が１００万円未満

の場合は提出不要です。 

退職手当金等受給者別支払調書合計表

（以下「合計表」という。） 

「支払調書」に添えて税務署へ提出してくださ

い。ただし、「支払調書」の提出が不要の場合で

も「合計表」だけは提出してください。 

 

「支払調書」 
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「合計表」 赤枠内に必要事項を記入してください。 

 

 

 

・死亡による退職にかかる送付書類の取扱い 

退職給付金決定通知書 共済契約者用 

 

「退職給付引当資産・退職給付引当金」の取崩し

を行ってください。 

退職給付金決定通知書 受給者用         退職者あてに送付してください。 

支払調書       2枚 ・税務署提出用  

提出不要の場合は、共済契約者で保管してくだ

さい。 

・受給者用 

受給者への交付は義務付けされておりません

ので、送付されるか否かは共済契約者様がご判

断ください。（送付の場合は法人印を押印して

ください） 
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６ 年金に関する手続き 

 年金の資格要件 

 ・令和5年3月31日以前の加入者であること 

 ・加入期間が平成15年11月1日以降で20年以上あること 

 この2つを満たす場合で、希望する場合は年金で受け取ることができます。 

 年金の内容 

 ・年金月額は一時金の金額を111.287で除した額（1円未満端数切捨て）となります。 

 ・支給期間は10年で、毎年2月、5月、8月、11月にそれぞれ前月までの分を支給します。 

（１）年金請求と送金にかかる手続き 

 ①退職給付金（年金）送金までの流れ 

信託銀行 高知県社会福祉協議会 共済契約者（施設） 職員（退職者）

毎
月
末
頃
ま
で

各
送
金
日

1
月
末
ま
で

（
随
時

）
年
金
受
給
者
が

死
亡
し
た
時

1
月
上
旬

源泉徴収後の年金額

を退職者に送金
年金受け取り

源泉徴収額を県社

協口座へ送金

各共済契約者（施

設）へ送金

支払日翌月10日ま

でに納税

「公的年金等の源泉徴収

票」の必要部分を記載の

うえ受給者あてに送付

源泉徴収票を受け取

り、確定申告を実施

（2/15～3/15）

「公的年金等の支払報告

書」および「公的年金等

の源泉徴収票合計表」を

行政宛に提出

（遺族）受給者死亡

の連絡

死亡連絡年金支払廃止指図書を

MUTBあてに提出

年金支払廃止指図書を

システムに登録

（システム登録の翌月

末）遺族宛の源泉徴収

票を委託者様宛に送付

各事業所へ送付 遺族宛の源泉徴収票を

作成、発送

準確定申告を実施

（相続の開始があった

ことを知った日の翌日

から4か月以内）

「退職届及び退職

給付金請求書（年

金）」の提出

「退職届及び退職

給付金請求書（年

金）」の提出

「退職届及び退職

給付金請求書（年

金）」の受理

年金支払指図書の

送付

年金支払指図書の

受理

「公的年金等の源泉徴収

票」を送付

年金受給者（退職者）

の現況確認
受給者氏名、住所、

振込先口座等変更の

有無
変更があった場合は、

年金受給者変更届の提

出

年金受給者変更届の受

理

変更届の受理 年金受給者変更届の送

付

各共済契約者（施

設）へ支払い通知

を送付

支払い通知受け取

り

年金支払い通知を

送付（１回のみ）
通知受け取り
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②年金支払いにかかる書類の流れ 

  県社協から共済契約者及び年金受給者分の退職年金決定通知を共済契約者に送付します。年金受

給者分は年金受給者に送付し、契約者分は年金支払完了日まで大切に保管して下さい。 

  年金支払月に、県社協から共済契約者へ年金支払い通知を送付します。通知金額により、「退職

給付引当資産・退職給付引当金」の取崩を行ってください。 

 受給者用年金支払通知は信託銀行から年金受給者へ送付します。 
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（２）税務にかかる手続き 

 年金は所得税法上の公的年金等に係る雑所得として、所得税の課税対象になります。 

 そのため、支給毎に源泉徴収事務を行う必要があります。 

 また、年に１度、所轄税務署及び年金受給者の住民票のある市町村への報告が必要となります。 

 

① 源泉徴収税の納付 

 年金支払日（毎年2月、5月、8月、11月の20日（休日・祝日の場合は前営業日））以降に、年金

受給者から徴収した源泉徴収税を契約者の口座（掛金引落口座）に入金します。 

 契約者は、翌月10日までに所轄税務署納付してください。 

 納付の際は、「報酬・料金等の諸島税徴収高計算書」を作成します。 

 支給額の欄は、支払通知書の本人所得額を記載して下さい。（複数の年金受給者がいる場合は合算

します。） 

 

（納付書）報酬・料金等の所得税徴収高計算書  

 

 

 

４１ 
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 ②源泉徴収票の送付 

 毎年1月に県社協から共済契約者へ、年金受給者の源泉徴収票（契約者用、受給者用）を送付しま

す。 

 契約者は年金受給者に源泉徴収票を送付します。（年金受給者は確定申告をする必要があり、その

際に必要になります。） 
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③公的年金等の源泉徴収票合計表の作成及び提出 

  共済契約者は毎年定められた期日までに所轄税務署に提出する必要があります。 

 

 

 ④公的年金等支払報告書の作成及び提出 

  共済契約者は毎年定められた期日までに年金受給者の居住（住民票のある）市町村に提出する必

要があります。 

  様式は各市町村で異なりますので、市町村の税務担当課にお問い合わせください。 

 

 税金について 

受取方法 所得区分 所得税控除額 所得税額 

一時金 

（年金受取中に受

取方法を一時金に

変更した場合を含

む） 

退職所得 

勤続年数20年以下 
40万円×勤続年数 

 
勤続年数20年超 

800万円＋70万円×
(勤続年数-20年) 

本制度上では計算結

果は0円となります。 

一時金（死亡） 

（年金受取中に死

亡し、遺族が一時

金で受取した場合

を含む） 

みなし相続財産 - - 

年金 公的年金等の雑所得 所得額の25％ 

所得額から所得控除

額を除いた金額の

10.21％ 

年金（死亡） みなし相続財産 - - 
 

 

支払法人 

支払法人担当者 

 

             源泉徴収前 年間の          源泉徴収前 年間の 

             支払額   源泉徴収額        支払額   源泉徴収額 

うち本人積立額          円 

  

本人積立額は年間の支払額

のうち、本人積立相当分を記

載します。 
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７ 会計処理 

・本会の退職手当共済制度にかかる会計処理は、事業主掛金へのみなし給与課税を避けるとと

もに、退職時に給付する給付金を退職所得として認めてもらうための方法です。 

 

・「退職給付引当資産、退職給付引当金ともに掛金累計額で計上する方法」を採用して会計処理

を行うこととしています。 

掛金累計額は、社会福祉法人の負担する掛金額です。（被共済職員分は除く） 

 

・事業主が支払った掛金は､事業所（法人）の資産（退職給付引当資産）として計上するとと

もに、退職給付債務の発生として退職給付引当金を計上しますので、退職給付金支払い時に

は、「退職給付引当資産」、「退職給付引当金」の取崩しが必要になります。 

 

・退職給付金の支払いは、県社協が資産運用を委託している信託銀行から退職者の口座に直接

振込みをしますが、退職所得として扱うために、退職給付金を事業所（法人）が支払ったと

みなす会計処理をする必要があります。 

 

＊詳細は、「新会計基準における仕訳例」（Ｐ６６～）を参照してください。 

 

（１）掛金徴収時の処理 

  

 ［例］給与支払い時に被共済職員から掛金2,500円を徴収した。 

 

         （借方）            （貸方） 

 

 

（２）被共済職員掛金・事業主掛金納付時の処理 

     被共済職員から預かった掛金は、事業主掛金と併せて県社協に納付します。この時支払った

事業主掛金は、施設の資産として「その他の固定資産（大区分）」／「退職給付引当資産（中

区分）」を設けて積立の処理を行います。また、支払資金が減少するので資金収支計算書（Ｃ

／Ｆ）を作成するための仕訳も並行して行います。その他の活動による支出／「積立資産支出

（大区分）」／「退職給付引当資産支出（中区分）」を設けて処理を行います。 

 

〔例〕 被共済職員掛金2,500円と事業主掛金2,500円を県社協に納付した。 

 

（借方）            （貸方） 

 

         

          

資       （借方）            （貸方） 

 

 

退職給付債務の発生額として事業主掛金を、サービス活動増減による費用／「人件費（大区

分）」／「退職給付費用（中区分）」の勘定科目を用いて借方に費用として計上し、退職給付引

当金を計上します。 

         （借方）            （貸方） 

 

 

現 金 預 金（B/S）  2,500 預 り 金（B/S）   2,500 

預 り 金    （B/S） 2,500 

退職給付引当資産 （B/S） 2,500   

現 金 預 金（B/S）   2,500  

現 金 預 金（B/S）   2,500 

退職給付引当資産支出（C/F）  2,500   支 払 資 金（C/F）   2,500 

退職給付費用 (P/L)   2,500  退職給付引当金（B/S）   2,500        
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（３）退職給付金（一時金）支払時の処理 

・退職給付金支給時の仕訳における退職金額は、県社協から振り込まれる支給合計額から本人

掛金の累計額を差し引いた額をいいます。これは、退職給付金支給時に県社協から各施設宛

に送付される「退職（遺族）給付金決定通知書（共済契約者用）」における「①退職金額（A

＋B）」になります。「退職（遺族）給付金決定通知書の見方」（Ｐ103）を参照してくださ

い。 

 

・退職給付金の支払時において「退職給付引当資産（施設の資産に相当する額）」＝「退職給

付引当金」と「退職金額」は一致しません｡この差額は、事業活動計算書の収益と費用の勘

定科目（＊1）で処理し、退職給付引当資産と退職給付引当金の取崩し等を行います。 

 

   なお、退職金額が掛金累計額より少ない場合には、費用科目を使用せずに退職給付引当資産

と退職給付引当金で仕訳をし、直接取り崩すことも可能です。 

 

 

また、課税問題をクリアするために、実際に資金の移動がなくても退職給付金を事業所（法

人）が支払ったことを資金収支計算書科目（＊2）で処理する必要があります。 

 

  資金収支計算書科目（＊2） 大区分 中区分 

収入科目 

 

事業活動による収入 その他の収入 雑収入 

その他の活動による収入 積立資産取崩収入 退職給付引当資産取崩収入 

支出科目 事業活動による支出 人件費支出 退職給付支出 

 

 ＊１年未満での退職についても、以下の（ア）事業主掛金累計額＞退職金額」の処理を行って

ください。 

 

（ア）事業主掛金累計額＞退職金額 

                

  〔例〕 ①支給額合計               100,000円（②＋④） 

②被共済職員掛金累計額           70,000円 

➂事業主掛金累計額          70,000円＝退職給付引当資産＝退職給付引当金 

      ④退職金額               30,000円（①－②） 

 

＜従前と同じく調整金を使った仕訳＞ 

        （借方）               （貸方） 

 

                    

 （借方） （貸方） 

       

資       （借方）                           （貸方） 

 

事業活動計算書科目（＊1） 大区分 中区分 小区分 

収益科目 サービス活動増減による収益 その他の収益 その他の収益  

費用科目 サービス活動増減による費用 事務費 雑費 退職給付調整金 

退職給付引当金（B/S）    30,000 退職給付引当資産（B/S） 30,000       

退職給付調整金 (P/L)   40,000 

退職給付引当金（B/S）  40,000 

退職給付引当資産（B/S）  40,000 

退職給付調整金  (P/L)    40,000  

退職給付支出（C/F）     30,000   退職給付引当資産取崩収入(C/F）   30,000 
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     退職給付調整金 (P/L)は、最終的には貸借相殺されるので省略することが可能です。 

＜調整金を使わない仕訳＞ 

          （借方）            （貸方） 

 

         

 

資         （借方）             （貸方） 

 

 

 

（イ）事業主掛金累計額＜退職金額 

 

〔例〕 ①支給額合計              600,000円（②＋④） 

②被共済職員掛金累計額          280,000円 

 ➂事業主掛金累計額         280,000円＝退職給付引当資産＝退職給付引当金 

      ④退職金額             320,000円（①－②） 

 

       （借方）            （貸方） 

  

 

       （借方）            （貸方） 

 

 

資        （借方）            （貸方） 

 

 

 

（ウ）退職給付金が支給されない場合の処理 

 

   ・退職者のうち共済契約約款第２９条に規定する「自己の犯罪行為その他これに準ずべき重大

な非行行為による退職等」に該当する場合は、退職給付金の支給はありませんが、退職給付

金が支給される場合と同様に退職給付引当資産・退職給付引当金の取崩し仕訳が必要となり

ます。なお、退職給付金の支払はないため、資金収支計算書での仕訳は不要です。 

 

   ・共済契約約款第２９条のただし書きで「その者の被共済職員として加入期間中に県社協に納

付した拠出金の元金合計相当額は返還する。」とありますので、支給合計額は被共済職員掛

金累計額となります。 

 

〔例〕 ①支給額合計               80,000 

②被共済職員掛金累計額           80,000  

 ➂事業主掛金累計額          80,000 ＝退職給付引当資産＝退職給付引当金 

      ④退職金額                   0（①－②） 

 ＊被共済職員掛金累計額は、本人に返還されます。 

 

         （借方）            （貸方） 

 

退職給付引当金（B/S）   30,000 

退職給付引当金（B/S）   40,000 

退職給付引当資産（B/S）  30,000 

退職給付引当資産（B/S）  40,000 

退 職 給 付 支 出（C/F） 30,000   退職給付引当資産取崩収入(C/F）   30,000 

退職給付引当金（B/S）  280,000  退職給付引当資産（B/S）  280,000 

退 職 給 付 費 用(P/L)   40,000  そ の 他 の 収 益(P/L)      40,000  

退 退職給付支出（C/F）      280,000 

退職給付支出（C/F）       40,000 

退職給付引当資産取崩収入  （C/F）  280,000 

雑 収 入  （C/F）       40,000 

退職給付引当金（B/S）      80,000  退職給付引当資産（B/S）    80,000 
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（エ）継続異動・配置換にかかる処理 

 

    ・被共済職員が異動した場合、異動職員の「退職給付引当資産」「退職給付引当金」を異動

前の施設（転出施設）では取崩、異動後の施設（転入施設）においては計上の処理が必要

です。退職給付金の支払がないので資金収支計算書での仕訳は不要です。 

 

〔例〕  ①被共済職員掛金累計額         130,000円 

 ②事業主掛金累計額        130,000円＝退職給付引当資産＝退職給付引当金 

    

◎転出施設の仕訳 

      （借方）             （貸方） 

 

 

 ◎転入施設の仕訳 

       （借方）            （貸方） 

 

 

 

（４）退職給付金（年金）支払時の処理 

 退職給付年金支払時の処理については、年金の場合は10年の支給となるため、会計処理の回数が

一時金と異なりますが、仕分けの仕方は一時金と同様に行います。 

年金給付は3か月ごとに3か月分の給付が行われます。ただし、初回支給分は請求月によって異な

ります。 

 2月、3月分の給付は5月になるため、3月末を基準として年間で会計処理をする方法もあります。 

 年金受給者についても、3月末時点での残高調を4月上旬に送付します。 

   

〔例〕 ①支給月額                 11,444・・・・・・・3ヵ月分＝34,332 

②本人掛金累計額（月額相当額）         5,620・・・・・・・3ヵ月分＝16,860 

 ③年金月額（本人所得相当額）       5,824（①-②）・・・3ヵ月分＝17,472 

      ④契約者掛金累計額（月額相当額）    5,620・・・・・・・3ヵ月分＝16,860 

      ⑤事業所損益（月額相当額）        204（①-②-④）・3ヵ月分＝    612 

 

1回の支給（3ヵ月分）を処理する場合 

       （借方）            （貸方） 

  

 

       （借方）            （貸方） 

 

 

資        （借方）            （貸方） 

 

 

退職給付引当金（B/S）   130,000   退職給付引当資産（B/S）   130,000  

退職給付引当資産（B/S） 130,000  退職給付引当金（B/S）    130,000   

退職給付引当金（B/S）④  16,860  退職給付引当資産（B/S）④   16,860 

退 職 給 付 費 用(P/L)⑤   612  そ の 他 の 収 益(P/L)⑤       612 

退 退職給付支出（C/F）④     16,860 

退職給付支出（C/F）⑤       612 

退職給付引当資産取崩収入（C/F）④     16,860 

雑 収 入（C/F）⑤          612 
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８ 退職給付金にかかる規程の整備 

 

  本会の共済制度は、共済契約者から資産の預託を受け、その資産の運用管理をするとともに、共

済契約者からの依頼により、退職給付金を退職者の預金口座に直接振込みをしています。また、

「事業者が、その事業所の役員若しくは使用人を相手方として行う制度」として、改正保険業法

「第２条1項第2号ロ」により同法の適用除外となっています。         

このように、本会共済制度の退職給付金支払者は共済契約者となっていますので、各共済契約者

においては、退職金支払いに関する規程を整備しておく必要があります。規程の整備にあたって

は、就業規則又は給与規程の中に設ける場合と独立した退職給付金規程とする方法があります。 

 

 

＜平成17年改正保険業法の適用除外要件＞ 

   第２条  この法律において「保険業」とは、人の生存又は死亡に関し一定額の保険金を支払

うことを約し保険料を収受する保険、一定の偶然の事故によって生ずることのある損害

をてん補することを約し保険料を収受する保険その他の保険で、第三条第四項各号又は

第五項各号に掲げるものの引受けを行う事業（次に掲げるものを除く。）をいう。  

一  他の法律に特別の規定のあるもの  

二  次に掲げるもの 

ロ 一の会社等（会社（外国会社を含む。以下この号において同じ。）その他の事業

者（政令で定める者を除く。）をいう。）又はその役員若しくは使用人（役員又は

使用人であった者を含む。以下この号において同じ。）が構成する団体がその役員

若しくは使用人又はこれらの者の親族（政令で定める者に限る。以下この号にお

いて同じ。）を相手方として行うもの 
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